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This article focuses on government liability issues arising from the Fukushima nuclear disaster. 
Since the Fukushima nuclear disaster, various lawsuits have been filed; these lawsuits have varying 
motivations. One of them is to pursue the government’s liability for promoting its nuclear power policy. Japan’s 
Compensation Act allows liability to be assigned to nuclear operators. However, the Japanese Government can 
also be held liable for nuclear damage if it fails to exercise its regulatory power over the Tokyo Electric Power 







































いとし（同法 23条 1項）、実用発電用原子炉設置の許可申請は、同法 24条 1項各号に適合していると
認める場合でなければ許可をしてはならないと規定している。 






経済産業大臣は、同法 24 条 1 項の許可をする場合においては、あらかじめ同条 1 項 3 号（技術的
能力に係る部分に限る。）及び 4号に規定する基準の適用については原子力安全委員会の意見を聞かな
ければならないと規定している（同法 24条 2項）。 
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2.3. 電気事業法 
































 炉規法 24条 2項は、主務大臣が原子炉設置許可をする場合においては、あらかじめ、同条 1項各号






基準及び 12条 1項の規定による処分の基準として用いられる。 
 主な指針としては、発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針（平成 2年 8月 30日原子力
安全委員会決定、平成 13年 3月 29日一部改訂）、発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指
針（平成 2年 8月 30日原子力安全委員会決定）、発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成
18年 9月 19日原子力安全委員会決定）（以下「新耐震設計審査指針」という。）等がある。 
2.6. 原子力損害の賠償に関する法律 
 原子力損害の賠償に関する法律（昭和 36年 6月 17日公布）（以下、「原賠法」という。）は、「原子
炉の運転等により原子力損害が生じた場合における損害賠償に関する基本的制度を定め、もつて被害
者の保護を図り、及び原子力事業の健全な発達に資することを目的とする。」（同法 1条）。 































において、国家賠償法 1条 1項の適用上違法となるものと解するのが相当である」（宅建業者訴訟 最
高裁平成元年 11月 24日第二小法廷判決・民集 43巻 10号 1169頁、クロロキン訴訟 最高裁平成 7年
6月 23日第二小法廷判決・民集 49巻 6号 1600頁、じん肺訴訟 最高裁平成 16年 4月 27日第三小法
廷判決・民集 58 巻 4 号 1032 頁、水俣病訴訟 最高裁平成 16 年 10 月 15 日第二小法廷判決・民集 58











































本件では、経済産業大臣は電気事業法 39条 2項 1号に従い省令を改正する、あるいは同法 40条
に基づき東電に対し省令 62 号に定める技術基準に適合するよう命令すべき義務があったにもかか
わらずそれを怠ったことの国家賠償法上の違法が争われている。 
そこで、電気事業法 39 条 2 項 1 号及び同法 40 条の趣旨、目的を検討する。同法 40 条に基づく
技術基準適合命令は、省令で定める技術基準に適合していない場合に行使することができ、同法 39
条 2項 1号は、省令で定める技術基準について「事業用電気工作物は、人体に危害を及ぼし、又は
物件に損傷を与えないようにすること」と定めている。同法 39 条 2 項 1 号の趣旨、目的は、事業
用電気工作物周辺の住民の生命、身体の安全等を個々人の個別的利益としても保護することにある
と解され、これを前提とする同法 40条の趣旨、目的も同じであると解される。 
このことは、電気事業法 39条 2項 1号と目的を共通にすると考えられる炉規法 24条 1項 3号（技
術的能力に係る部分に限る）及び 4号について「事故等がもたらす災害により直接的かつ重大な被
害を受けることが想定される範囲の住民の生命、身体の安全等を個々人の個別的利益としても保護
すべきものとする趣旨を含む」と判示したもんじゅ事件最高裁判決（最高裁平成 4 年 9 月 22 日第
三小法廷・民集 46巻 6号 571頁）からも明らかである。 
（２）被侵害利益 

























たと主張している（原告第 29準備書面 17頁）。 
これに対し被告国は、予見可能性の対象は、「本件地震及びこれに伴う津波と同規模の地震及び津

































14 年）（以下「長期評価」という。）、溢水勉強会（平成 18 年）、貞観津波に関する知見等が、議論さ
れている。 
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（２）段階的規制論の是非 















伊方原発訴訟最高裁判決（最高裁平成 4年 10月 29日第一小法廷判決・民集 46巻 7号 1174頁）を引
用している。 





















電気事業法 39 条 1 項が、経済産業大臣に、省令で技術基準を定める権限を委任した趣旨が、最新
の科学的、技術的知見に即応して適時かつ適切に省令を改正し、原子炉の安全を確保することにある
ことに鑑みれば、平成 24年改正後の炉規法 43条の 3の 23の規定は、むしろ確認的規定であり、平成
24 年改正前も経済産業大臣は、基本設計ないし基本設計方針に関する事項について、省令 62 号を改
正するあるいは技術基準適合命令を発することにより是正する規制権限を有していたと考えるのが合
理的である。 
（３）省令 62号 33条 4項は、津波などの外部事象を対象とするか 









をいう。省令 62号 8条の 2及び 33条 4項は、上記指針を受けたものである。 
 原告は、省令 62号 33条 4項は、内部事象のみならず、地震、津波など外部事象に対しても、非常
用電源とその附属設備の「独立性」を求めた規定であるとして、経済産業大臣は、東電に対し、省令
62 号 33 条 4 項に従い津波による浸水によっても非常用高圧配電盤が機能喪失しない独立性を有する




にすぎず、安全設計審査指針 9の 2項及び 3項並びに同 48の 3項や、同 27が問題とならない以上、
これらと整合的、体系的に理解されるべき省令 62号においても、地震及び津波という自然現象（外部
事象）について問題となるのは 4条及び 5条であり、6条以下（特に 8条の 2及び 33条 4項）は、問
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を大幅に超える事象であって、炉心が重大な損傷を受けるような事象」と定義されている7。 
原告は、シビアアクシデント対策について、遅くとも平成 18 年 9 月頃には、経済産業大臣は、電
気事業法 40 条に基づいて技術基準適合命令を発するべきであったと主張する（原告第 12 準備書面 9
頁）。その場合、経済産業大臣は、省令 62号を改正して、原因を想定される自然現象に限定すること
なく、SBO（全交流電源喪失）等のシビアアクシデント対策をとるよう事業者に義務づけるべきであ
ったとする（原告第 30準備書面 3頁）。 
 これに対し、被告国は、「シビアアクシデント対策は、平成 24年改正の炉規法により法規制の対象
とされたものであり（現行炉規法 43条の 3の 6第 1項 3号等）、同改正前においては、法制度上、シ
ビアアクシデント対策は法規制の対象とはされていなかったから、炉規法及び原子力委員会が定めた
指針類を前提とし、それと整合的、体系的に理解されるべき省令 62号においてシビアアクシデント対
策を規定することはできなかった」と主張する（被告国準備書面 (18) ）。 
 なお、平成 24年改正の炉規法 1条は、「原子力施設において重大な事故が生じた場合に放射性物質
が異常な水準で当該原子力施設を設置する工場又は事業所の外へ放出されることその他の核原料物質、
核燃料物質及び原子炉による災害を防止し」と定め、重大事故が生じた場合に放射性物質が原子力施
























可能になった時期と重なるとして、平成 14年 7月 31日に地震調査委員会が長期評価をとりまとめた
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